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■制度の経緯

〇H28.4制度創設
➢企業を対象として、企業が地方公共団体の地方創生に係る事業に対して寄附を行った際に税額が

控除される制度
〇R2年度に、税額控除割合の拡大（最大約9割）、適用対象の拡大、寄附時期の弾力化、認定

手続きの簡素化など、地方創生の更なる充実・強化に向け、地方への資金の流れを高める観点から
見直しを実施

〇R2年度の制度見直しを契機に、多くの地方公共団体が総合戦略を基にした地域再生計画の認定
を申請（R2.12時点46道府県899市町村が認定）

➢本市も昨年9月に申請し、11月に認定（総合戦略全体を対象とする地域再生計画）
➢企業からの寄付の受け皿の準備が完了

７制度の活用について

企業版ふるさと納税制度や本市総合戦略における取組の周知を全庁的に推進し、本制度
を契機とした企業とのパートナーシップの構築などを目指し、積極的に活用する

■本市における今後の取組

※寄附受入のご報告

R2.12に神奈川県、R3.3に福岡市の企業より寄附受入
→ 今後、市HP等で寄附実績などについて周知・広報を実施

【参考】内閣府地方創生推進事務局：企業版ふるさと納税ポータルサイト

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/kigyou_furusato.html
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